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そ

予定どおり

公債費は、

の

約５０億円で市債は約

他

３９億円と抑制的に発

　

行した結果、市債発行

】

額は公債費の範囲内と

【

なりました。経常収支

協

比率
は経常経費の抑制

働

に努めましたが、分母

：

となる経常一般財源も

】

減少した結果９２．４

目

％となりました。また

的

、元利償還金の減少
と

・

分母となる標準財政規

目

模の増加などにより、

標

実質公債費比率は３．

事

３％でした。

Ｂ：おお

業

むね成果があがった

の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

21年度 平成22年度

.

平成23年度 平成24

事

年度 平成25年度 平成

業

26年度 平成27年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成21年度 平成22

付

年度 平成23年度 平成

け

24年度 平成25年度

事

平成26年度 平成27

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成21年度 平成

名

22年度 平成23年度

事

平成24年度 平成25

業

年度 平成26年度 平成

担

27年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成23年

科

度の主な取組と成果

平

目

成23年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成23年度分) 頁

財政

種

の健全性維持事業

企画

類

部　財政課

00－xx ハxxxx－xx000 ー0 ○ ●

13 市民の視点

ド

に立ち、成果を重視し

ソ

た行政経営を展開する

フ

ために
行政改革の

01

ト

市民の視点に立ち、成

根

果を重視した行政経営

拠

を展開するために
位置

法

付け
02 成果重視の行

令

政運営

市民

□ □ □ □

経

等

常収支比率が80％～

対

90％未満、実質公債

象

費比率が10％以下で

・

行財政改革実施計画の

受

着実な推進により、経

益

常収支比率、実質
推移

者

し、財政の健全性が維

事

持されています。 公債

業

費比率などの指標を適

期

正な範囲内に維持しま

間

す。

市債と公債費のバ

委

ランスの維持 ％

市債発

託

行額を原則として公債

、

費の範囲内とする。

1

協

00 100 100 10

働

0 100 100 100

【

110 100 100

経

委

常収支比率80％～9

託

0％未満 ％

経常一般財

：

源の確保に努めるとと

3

もに、経常的経費の抑

セ

制に努める。

85 85

ク

85 85 85 85 85

・

92 92.3 92.4

財

実質公債費比率10％

団

以下 ％

将来の負担を十

企

分考慮して、市債の発

業

行や債務負担行為の設

Ｎ

定を行う。

10 10 1

Ｐ

0 10 10 10 10

4

Ｏ

.4 3.9 3.3

①：
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位

市債発行･債 正な市債

施

発行･債 正な市債発行

策

･債 正な市債発行･債

へ

正な市債発行･債 正な

の

市債発行･債 正な市債

貢

発行･債

務負担行為の

献

設定務負担行為の設定

高

務負担行為の設定務負

市

担行為の設定務負担行

民

為の設定務負担行為の

満

設定務負担行為の設定

足

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

度

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

を

0

0 0 0 0 0 0 0

0 0

高

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

め

0 0

－ － －

0.35 0

る

.35 0.35 0.3

方

5 0.35 0.35 0

策

.35

0.00 0.0

業

0 0.00 0.00 0

有

.00 0.00 0.0

効

0

2,925 2,89

性

1 2,837 2,80

継

6 2,806 2,80

続

6 2,806

2,92

に

5 2,891 2,83

よ

7 2,806 2,80

る

6 2,806 2,80

成

6

● ○ ○ ○ ○ ○ ○

原則

果

として市債発行額は公

向

債費の範囲内、経常収

上

支比率、実質公債費比

の

率の指標の数値の維持

可

を目標にします。

収入

能

の確保と経常的経費の

性

抑制、適正な市債発行

低

･債務負担行為の設定

そ

による効率的な財政運

の

営により財政の健全化

他

を維持しま
す。

扶助費

事

等社会保障関係費をは

業

じめ歳出の増加要因が

の

ある
一方、税収等の増

目

加が望めないことから

的

、厳しい財政状
況が予

､

測されますが、歳入確

対

保とさらなる歳出削減

象

に向
けた財政運営を行

､

っていきます。

内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平

項

成24年度 平成25年

目

度 平成26年度 平成2

分

7年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成25年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成25年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

適切な公共サービスを

出

提供し、将来世代に過

総

度な負担を
●□ 残さな

合

いためには、効率的な

評

財政運営により財政の

価

健全

□ 性を維持する必

市

要があります。 ○
■
□

民

財政の健全性を維持す

ニ

ることにより、安定し

ー

て行政サー
●■ ビスを

ズ

継続し、市民満足度の

高

高い事業を行うことが

事

可能

■ となります。 ○

業

■
■ 市民が客観的に判

目

断できる代表的な財政

的

指標により、財
●

□ 政

の

状況について明らかに

達

します。
○

□
○

□
□ 経

成

常的経費を抑制し、最

状

小の経費で最大の効果

況

を挙げる
○

□ 事業展開

必

が求められています。

要

●
□

○
■

経常収支比率

性

や実質公債費比率など

市

の代表的な財政指標の

の

健全性維持が課題とな

関

っています。

収入の確

与

保と経常収入の確保と

の

経常収入の確保と経常

必

収入の確保と経常収入

要

の確保と経常収入の確

性

保と経常収入の確保と

低

経常

的経費の抑制、適

事

的経費の抑制、適的経

そ

費の抑制、適的経費の

の

抑制、適的経費の抑制

他

、適的経費の抑制、適

上

的経費の抑制、適

正な
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展

運営により財政
の健全

開

化を維持します。 の健

平

全化を維持します。 の

成

健全化を維持します。

2

行政改革事業 行政改革

4

事業 行政改革事業

年度への展開 平成25年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

Ｂ：おおむね成果があがった Ｂ：おおむね成果があがった Ｂ：おおむね成果があがった

②：若干遅れている ①：予定どおり ①：予定どおり

公債費は５３億８千万円で前年度並 公債費は５２億４千万円で市債は４ 公債費は、約５０億円で市債は約３
みとしましたが、景気後退により法 ０億円と抑制的に発行した結果、市 ９億円と抑制的に発行した結果、市
人市民税が大幅に減少したこと及び 債発行額を公債費の範囲内としまし 債発行額は公債費の範囲内となりま
市営住宅や公民館の建替などの投資 た。経常

５

収支比率は経常経費の

.

抑制 した。経常収支比

事

率は経常経費の抑
的経

業

費の増加により、市債

展

発行額が に努めました

開

が、分母となる経常一

の

制に努めましたが、分

経

母となる経常
５９億円

緯

となり公債費を上回り

平

まし 般財源が減少した

成

結果９２．３％と 一般

2

財源も減少した結果９

1

２．４％
た。経常収支

年

比率は経常経費の抑制

度

なりました。また、元

事

利償還金の減 となりま

業

した。また、元利償還

分

金の
に努めましたが、

平

分母となる経常一 少な

成

どにより、実質公債費

2

比率は３ 減少と分母と

2

なる標準財政規模の増

年

般財源が減少した結果

度

９２％となり ．９％で

事

した。 加などにより、

業

実質公債費比率は３
ま

分

した。また、元利償還

平

金の減少な ．３％でし

成

た。
どにより、実質公

2

債費比率は４．４
％で

3

した。

経常収支比率や

年

実質公債費比率など 経

度

常収支比率や実質公債

事

費比率など 経常収支比

業

率や実質公債費比率な

分

ど
の代表的な財政指標

進

の健全性維持が の代表

捗

的な財政指標の健全性

状

維持が の代表的な財政

況

指標の健全性維持が
課

主

題となっています。 課

な

題となっています。 課

取

題となっています。

現

組

状の規模で継続 現状の

と

規模で継続 現状の規模

成

で継続

収入の確保と経

果

常的経費の抑制、適 収

検

入の確保と経常的経費

証

の抑制、適 収入の確保

結

と経常的経費の抑制、

果

適
正な市債発行･債務

平

負担行為の設定 正な市

成

債発行･債務負担行為

2

の設定 正な市債発行･

3

債務負担行為の設定
に

年

よる効率的な財政運営

度

により財政 による効率

へ

的な財政運営により財

の

政 による効率的な財政



1 頁

そ

した。

Ａ：成果があが

の

った

他　】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

21年度 平成22年度

.

平成23年度 平成24

事

年度 平成25年度 平成

業

26年度 平成27年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成21年度 平成22

付

年度 平成23年度 平成

け

24年度 平成25年度

事

平成26年度 平成27

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成21年度 平成

名

22年度 平成23年度

事

平成24年度 平成25

業

年度 平成26年度 平成

担

27年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成23年

科

度の主な取組と成果

平

目

成23年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成23年度分) 頁

人事

種

評価システム充実事業

類

総務部　職員課

00－ ハxxxxxx－xx0 ー000 ○ ●

13 市民の

ド

視点に立ち、成果を重

ソ

視した行政経営を展開

フ

するために
行政改革の

ト

01 市民の視点に立ち

根

、成果を重視した行政

拠

経営を展開するために

法

位置付け
02 成果重視

令

の行政運営

職員

□ ■ □

等

□

職員の能力や業績を

対

適正に評価することに

象

より、成果重視の行 成

・

果重視の行政運営を図

受

るため、人事評価シス

益

テムを段階的に
政運営

者

が図られています。 導

事

入し、充実します。

評

業

価者及び被評価者研修

期

の実施回数 回

評価者及

間

び被評価者研修を実施

委

することにより人事評

託

価システムの理解を深

、

め、適正に運用する。

協

2 8 8 8 8 8 8

7 12

働

12

公平・公正な評価

【

が行われていると感じ

委

ている職員の割合 ％

人

託

事評価システムの運用

：

に関して職員アンケー

3

トを実施して把握する

セ

。

75 80 85 85 9

ク

0 90 95

96 99 9

・

3

①：予定どおり

被評

財

価者に対する研修の回

団

数を増加することで、

企

人事評価にかかる研修

業

の未受講者の解消に努

Ｎ

めると同時に、評価者

Ｐ

研修を実施
することで

Ｏ

、制度の理解を深めま
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位

修の実施

修の実施

0 0

施

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

策

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

へ

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

の

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

貢

－ － －

0.59 0.5

献

9 0.55 0.70 0

高

.70 0.70 0.7

市

0

0.00 0.00 0

民

.00 0.00 0.0

満

0 0.00 0.00

4

足

,931 4,873 4

度

,458 5,611 5

を

,611 5,611 5

高

,611

4,931 4

め

,873 4,458 5

る

,611 5,611 5

方

,611 5,611

●

策

○ ○ ○ ○ ○ ○

人事評価

業

システムが本格実施さ

有

れ、評価者・被評価者

効

に対する制度理解を進

性

めるとともに、公平・

継

公正に評価されている

続

と感じ
る職員の割合を

に

高めていきます。

評価

よ

者（研修既受講者など

る

）に対するフォロー研

成

修を実施するなど、人

果

事評価システムの的確

向

な運用に努めていきま

上

す。

制度の理解を深め

の

るとともに、評価結果

可

を勤勉手当率の
査定に

能

活用するなど、処遇へ

性

の反映について検討し

低

ます
。

その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平

項

成24年度 平成25年

目

度 平成26年度 平成2

分

7年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成25年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成25年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

業績や能力による評価

出

をするためには、評価

総

者と被評価
●■ 者の間

合

でコミュニケーション

評

高めることが重要であ

価

り、

□ 事業の必要性は

市

高いと考えます。 ○
□

民

□ 新たな評価者や被評

ニ

価者への研修を実施す

ー

ることで制度
●□ の理

ズ

解が図られるため、有

高

効性は高いと考えます

事

。

■ ○
□
■ 公平・公正

業

に評価していくことは

目

人材育成の面からも必

的

●
□ 要であり、妥当性

の

は高いと考えます。
○

達

□
○

□
□ 適正評価に努

成

め、被評価者に納得性

状

を求めるほど事業の
○

況

□ 効率性は低くなると

必

考えます。
●

□
○

■

勤

要

勉手当への査定など処

性

遇反映へ向けて、課題

市

の洗い出しや制度の検

の

討を進めます。

システ

関

ム施行、評システムの

与

運用、システムの運用

の

、処遇への反映、評評

必

価者研修(フォ 評価者

要

研修(フォ 評価者研修

性

(フォ

価者・被評価者

低

研評価者・被評価者処

事

遇への反映、評価者・

そ

被評価者研ロー）の実

の

施 ロー）の実施 ロー）

他

の実施

修の実施 研修の

上

実施 価者・被評価者研



3 頁

展開 平成24年度への展開 平成25年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

Ａ：成果があがった Ａ：成果があがった Ａ：成果があがった

①：予定どおり ①：予定どおり ①：予定どおり

試行を実施する中で、課題の把握と 制度の一部本格実施を施行しました 被評価者に対する研修の回数を増加
その対応ができました。また、評価 。また、評価者研修・被評価者研修 することで、人事評価にかかる研修
者研修・被評価者研修を実施するこ を実施することで、制度の理解が深 の未受講者の解消に努めると同時に
とで、制度の理解が深まりました。 まりました。 、評価者研修を実施するこ

５

とで、制
度の理解を深

.

めました。

平成２２年

事

度から一部本格実施し

業

、 平成２２年度から一

展

部本格実施し、 勤勉手

開

当への査定など処遇反

の

映へ向
処遇への反映へ

経

向けて検討します。 処

緯

遇への反映へ向けて検

平

討します。 けて、課題

成

の洗い出しや制度の検

2

討
を進めます。

現状の

1

規模で継続 現状の規模

年

で継続 現状の規模で継

度

続

評価者（研修既受講

事

者など）に対す 評価者

業

（研修既受講者など）

分

に対す 評価者（研修既

平

受講者など）に対す
る

成

フォロー研修を実施す

2

るなど、人 るフォロー

2

研修を実施するなど、

年

人 るフォロー研修を実

度

施するなど、人
事評価

事

システムの的確な運用

業

に努め 事評価システム

分

の的確な運用に努め 事

平

評価システムの的確な

成

運用に努め
ていきます

2

。 ていきます。 ていき

3

ます。

行政改革事業 行

年

政改革事業 行政改革事

度

業

事業分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成23年度への



1 頁

そ

。選考の結果、平成
２

の

４年４月の人事異動で

他

５人を配置しました。

　

Ａ：成果があがった

】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

21年度 平成22年度

.

平成23年度 平成24

事

年度 平成25年度 平成

業

26年度 平成27年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成21年度 平成22

付

年度 平成23年度 平成

け

24年度 平成25年度

事

平成26年度 平成27

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成21年度 平成

名

22年度 平成23年度

事

平成24年度 平成25

業

年度 平成26年度 平成

担

27年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成23年

科

度の主な取組と成果

平

目

成23年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成23年度分) 頁

人事

種

配置庁内チャレンジ公

類

募推進事業

総務部　職

ハ

員課

00－xxxxx ーx－xx0000 ○ ●ド

13 市民の視点に立ち

ソ

、成果を重視した行政

フ

経営を展開するために

ト

行政改革の
01 市民の

根

視点に立ち、成果を重

拠

視した行政経営を展開

法

するために
位置付け

0

令

2 成果重視の行政運営

等

職員

□ □ □ □

部の目標

対

達成に向けて、必要な

象

人材の配置に部長の人

・

事裁量権 部の目標を達

受

成するため、部長の人

益

事裁量権により、部内

者

の職
を拡大することで

事

、庁内分権が推進され

業

ています。 員を効率的

期

・重点的に配置すると

間

ともに、部外からの一

委

時的な
職員配置につい

託

て人事裁量権を拡大し

、

ます。

庁内公募の応募

協

者数 人

新たな事業に関

働

心を持ち、積極的に取

【

り組む職員の数

10 1

委

0 15 15 15 15 1

託

5

5 7 5

庁内公募によ

：

る職員配置数 人

各部長

3

からの要請に基づき庁

セ

内公募により配置した

ク

職員数

5 5 5 5 5 5 5

・

2 3 5

③：遅れている

財

公募する業務の具体的

団

なイメージが伝わりに

企

くい

部長から公募にふ

業

さわしいポスト（１３

Ｎ

事業）について提案が

Ｐ

あり、そのポストに５

Ｏ

人の応募がありました



2 頁

位

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

施

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

策

0

－ － －

0.10 0.

へ

10 0.12 0.10

の

0.10 0.10 0.

貢

10

0.00 0.00

献

0.00 0.00 0.

高

00 0.00 0.00

市

836 826 973 8

民

02 802 802 80

満

2

836 826 973

足

802 802 802 8

度

02

● ○ ○ ○ ○ ○ ○

職

を

員公募に適した事務事

高

業数の報告の推移を見

め

守りながら事業展開を

る

図ります。

部長に対し

方

て事業の理解を深め、

策

周知を図ることで、部

業

全体の職員の事業への

有

関心につなげていきま

効

す。

公募事業の業務内

性

容が職員に理解しやす

継

いように工夫し
ます。

続による成果向上の可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平

項

成24年度 平成25年

目

度 平成26年度 平成2

分

7年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成25年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成25年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

職員の勤務意欲を向上

出

させるためにも、必要

総

性は高いと
●■ 思われ

合

ます。

□ ○
□
□ 公募に

評

ふさわしい事務事業が

価

多くなることで、職員

市

個々
●□ の能力開発に

民

も有効であると思いま

ニ

す。

■ ○
□
■ 人材育成

ー

の観点からも、妥当性

ズ

の高い事業であるとい

高

え
●

□ ます。
○

□
○

□

事

□ 事業を継続すること

業

で、より効率的な事業

目

運営が図られ
●

□ ます

的

。
○

□
○

■

多くの職員

の

に公募事業への関心を

達

もってもらう必要があ

成

ります。

部内における

状

柔軟部内における柔軟

況

部内における柔軟部内

必

における柔軟部内にお

要

ける柔軟部内における

性

柔軟部内における柔軟

市

な職員配置、庁内な職

の

員配置、庁内な職員配

関

置、庁内な職員配置、

与

庁内な職員配置、庁内

の

な職員配置、庁内な職

必

員配置、庁内

公募によ

要

る職員配公募による職

性

員配公募による職員配

低

公募による職員配公募

事

による職員配公募によ

そ

る職員配公募による職

の

員配

置 置 置 置 置 置 置

0

他

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

上

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0



3 頁

展開 平成24年度への展開 平成25年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

Ｃ：十分に成果をあげることができ
なかった

Ｃ：十分に成果をあげることができ
なかった

Ａ：成果があがった

③：遅れている ②：若干遅れている ③：遅れている

部長から職員公募にふさわしいポス 部長から職員公募にふさわしいポス 部長から公募にふさわしいポスト（
トについて報告があり、その２事業 トについて報告があり、その４事業 １３事業）について提案があり、そ
に５人の応募がありました。そのう に７人の応募がありました。そのう のポストに５人の応募がありました
ち２人を選考し、平成

５

２２年に配置 ち３人を

.

選考し、平成２３年に

事

配置 。選考の結果、平

業

成２４年４月の人
する

展

予定です。 しました。

開

事異動で５人を配置し

の

ました。

事業を継続す

経

るためには、部長に事

緯

事業を継続するために

平

は、部長に事 多くの職

成

員に公募事業への関心

2

をも
業の認識を深めて

1

もらう必要があり 業の

年

認識を深めてもらう必

度

要があり ってもらう必

事

要があります。
ます。

業

ます。

現状の規模で継

分

続 現状の規模で継続 現

平

状の規模で継続

部長に

成

対して事業の理解を深

2

めてい 部長に対して事

2

業の理解を深めてい 部

年

長に対して事業の理解

度

を深め、周
きます。 き

事

ます。 知を図ることで

業

、部全体の職員の事
業

分

への関心につなげてい

平

きます。

行政改革事業

成

行政改革事業 行政改革

2

事業

3年度事業分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成23年度への



1 頁

そ

0 90 90

89

①：予

の

定どおり

職員の資質向

他

上を図るため、平塚市

　

職員育成基本方針に基

】

づき職員研修を実施し

【

ました。

Ａ：成果があ

協

がった

働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

21年度 平成22年度

.

平成23年度 平成24

事

年度 平成25年度 平成

業

26年度 平成27年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成21年度 平成22

付

年度 平成23年度 平成

け

24年度 平成25年度

事

平成26年度 平成27

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成21年度 平成

名

22年度 平成23年度

事

平成24年度 平成25

業

年度 平成26年度 平成

担

27年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成23年

科

度の主な取組と成果

平

目

成23年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成23年度分) 頁

職員

種

研修事業

総務部　職員

類

課

01－020101 ハ－070000 ○ ●

1

ー

3 市民の視点に立ち、

ド

成果を重視した行政経

ソ

営を展開するために
行

フ

政改革の
01 市民の視

ト

点に立ち、成果を重視

根

した行政経営を展開す

拠

るために
位置付け

02

法

成果重視の行政運営

地令 方公務員法など

職員

■

等

■ □ ■ 大学など

職員の

対

能力向上が図られ、市

象

民の視点に立った成果

・

重視の行政 職員の能力

受

向上を図るため、平塚

益

市職員育成基本方針に

者

沿って
経営が展開され

事

ています。 、職員研修

業

を充実します。

職員の

期

研修に対する満足度の

間

把握 件数

研修受講者は

委

毎回研修終了後に研修

託

受講報告書を提出する

、

1 1 1 1 1

1

市民の職

協

員応対に対する満足度

働

の把握 件数

窓口対応な

【

どに対する市民満足度

委

を把握するため市民ア

託

ンケートを実施する

1

：

1 1 1 1

1

研修内容に

3

満足している職員の割

セ

合 ％

研修受講報告書に

ク

より研修内容等に満足

・

している割合

90 95

財

95 95 95 95 95

団

88 85 91

職員の市

企

民応対に満足している

業

市民の割合 ％

市民アン

Ｎ

ケートにより職員の応

Ｐ

対に満足している市民

Ｏ

の割合

- - 70 80 9



2 頁

位

修場研修、集合研修場

施

研修、集合研修場研修

策

、集合研修場研修、集

へ

合研修場研修、集合研

の

修

、派遣研修の充実、

貢

派遣研修の充実、派遣

献

研修の充実、派遣研修

高

の充実、派遣研修の充

市

実、派遣研修の充実、

民

派遣研修の充実

0 0 0

満

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

足

0

0 0 0 0 0 0 0

15

度

7 199 183 352

を

352 352 352

1

高

3,841 13,51

め

3 12,077 13,

る

714 14,089 1

方

4,089 14,08

策

9

13,998 13,

業

712 12,260 1

有

4,066 14,44

効

1 14,441 14,

性

441

77.48 89

継

.28 84.90

1.

続

38 1.38 2.02

に

1.80 1.80 1.

よ

80 1.80

0.01

る

0.01 0.00 0.

成

00 0.00 0.00

果

0.00

11,566

向

11,432 16,3

上

71 14,427 14

の

,427 14,427

可

14,427

25,5

能

64 25,144 28

性

,631 28,493

低

28,868 28,8

そ

68 28,868

● ○

の

○ ○ ○ ○ ○

職員の資質

他

向上のため、平塚市職

事

員育成基本方針に基づ

業

き職員研修を行うこと

の

が必要です。

研修方針

目

に基づき、研修事業を

的

計画的に実施していき

､

ます。

効率的かつ効果

対

的な手法により、成果

象

を重視した研修が
実施

､

できるよう検討してい

内

きます。

容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平

項

成24年度 平成25年

目

度 平成26年度 平成2

分

7年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成25年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成25年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

市として行政の民主的

出

かつ能率的な運営に資

総

するため、
●□ 職員の

合

職務遂行に必要な知識

評

及び技能を増進するこ

価

とは

■ 必要です。 ○
□

市

□ 複雑・多様化する住

民

民ニーズに対応するた

ニ

め、職員には
●■ 高い

ー

政策立案能力などが求

ズ

められるため、効果的

高

と考え

□ られます。 ○

事

□
■ 職員の公務能率の

業

向上を図るため、それ

目

ぞれの目的に合
●

□ っ

的

た研修事業を計画的に

の

実施することは妥当で

達

す。
○

□
○

□
□ 研修事

成

業の実施にあたり、外

状

部委託や庁内講師の活

況

用な
●

□ ど効果的な手

必

法を検討することは効

要

率的です。
○

■
○

□

平

性

塚市職員育成基本方針

市

を見直し、地方公務員

の

を取り巻く環境の変化

関

と多様化する住民ニー

与

ズに的確に対応するた

の

め、効率的か
つ効果的

必

な手法で研修を実施す

要

ることが必要です。

自

性

己啓発研修、職自己啓

低

発研修、職自己啓発研

事

修、職自己啓発研修、

そ

職自己啓発研修、職自

の

己啓発研修、職自己啓

他

発研修、職

場研修、集

上

合研修場研修、集合研



3 頁

展開 平成24年度への展開 平成25年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

Ａ：成果があがった Ｂ：おおむね成果があがった Ａ：成果があがった

①：予定どおり ①：予定どおり ①：予定どおり

職員の資質向上を図るため、平塚市 職員の資質向上を図るため、平塚市 職員の資質向上を図るため、平塚市
職員育成基本方針に沿った職員研修 職員育成基本方針に沿った職員研修 職員育成基本方針に基づき職員研修
を実施しました。 を実施しました。 を実施しました。

平塚市職員育成基本方針の見直しを 平塚市職員育成基本方針の見直しを 平塚市職員育成基本方針を見直し、
含め、地方公

５

務委員を取り巻く環境

.

含め、地方公務委員を

事

取り巻く環境 地方公務

業

員を取り巻く環境の変

展

化と
の変化と多様化す

開

る住民ニーズに的 の変

の

化と多様化する住民ニ

経

ーズに的 多様化する住

緯

民ニーズに的確に対応

平

確に対応するため、効

成

率的かつ効果 確に対応

2

するため、効率的かつ

1

効果 するため、効率的

年

かつ効果的な手法
的な

度

研修手法を研究するこ

事

とが必要 的な研修手法

業

を研究することが必要

分

で研修を実施すること

平

が必要です。
です。 で

成

す。

現状の規模で継続

2

現状の規模で継続 現状

2

の規模で継続

職員育成

年

基本方針に基づき、計

度

画的 職員育成基本方針

事

に基づき、計画的 研修

業

方針に基づき、研修事

分

業を計画
に研修事業を

平

実施していきます。 に

成

研修事業を実施してい

2

きます。 的に実施して

3

いきます。

行政改革事

年

業 行政改革事業 行政改

度

革事業

事業分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成23年度への



1 頁

そ

て表彰を行いました。

の

Ａ：成果があがった

他　】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

21年度 平成22年度

.

平成23年度 平成24

事

年度 平成25年度 平成

業

26年度 平成27年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成21年度 平成22

付

年度 平成23年度 平成

け

24年度 平成25年度

事

平成26年度 平成27

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成21年度 平成

名

22年度 平成23年度

事

平成24年度 平成25

業

年度 平成26年度 平成

担

27年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成23年

科

度の主な取組と成果

平

目

成23年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成23年度分) 頁

職員

種

提案・業務改善推進事

類

業

企画部　企画課

01 ハ－020106－03 ー0000 ○ ●

13 市民

ド

の視点に立ち、成果を

ソ

重視した行政経営を展

フ

開するために
行政改革

ト

の
01 市民の視点に立

根

ち、成果を重視した行

拠

政経営を展開するため

法

に
位置付け

02 成果重

令

視の行政運営

平塚市職等 員提案及び業務改善奨

対

励規程

職員

□ □ □ □

広

象

く職員に市政全般に関

・

する提案及び事務事業

受

等に関する業務 職員提

益

案制度及び業務改善制

者

度を推進し、優秀な職

事

員提案及び
改善の実施

業

を奨励することにより

期

、職員の意識改革及び

間

組織の 業務改善につい

委

て褒賞を行います。
活

託

性化を図り、もって行

、

政運営の効率化及び市

協

民サービスの一
層の向

働

上を図ります。

職員提

【

案件数 件

－

40 45 5

委

0 50 50 50

43 1

託

14

業務改善報告件数

：

件

－

40 45 50 50

3

50 50

50 66

職員

セ

提案実施率 ％

採用した

ク

提案件数÷実施した件

・

数（一部実施を含む）

財

×100

35 38 40

団

42 44 44

11.1

企

43.8

①：予定どお

業

り

提案の募集を年３回

Ｎ

実施し、１８０件の職

Ｐ

員提案・業務改善が提

Ｏ

出され、９８件につい



2 頁

位

す。

庁内周知、提案・

施

庁内周知、提案・庁内

策

周知、提案・庁内周知

へ

、提案・庁内周知、提

の

案・庁内周知、提案・

貢

改善の募集、審査改善

献

の募集、審査改善の募

高

集、審査改善の募集、

市

審査改善の募集、審査

民

改善の募集、審査

・褒

満

賞、提案実施・褒賞、

足

提案実施・褒賞、提案

度

実施・褒賞、提案実施

を

・褒賞、提案実施・褒

高

賞、提案実施

状況把握

め

状況把握 状況把握 状況

る

把握 状況把握 状況把握

方

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

策

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

業

0

0 0 0 0 0 0 0

0 3

有

8 114 105 105

効

105 105

0 38 1

性

14 105 105 10

継

5 105

－ 36.19

続

99.13

0.00 0

に

.55 0.55 0.7

よ

0 0.70 0.70 0

る

.70

0.00 0.0

成

0 0.00 0.00 0

果

.00 0.00 0.0

向

0

0 4,543 4,4

上

58 5,611 5,6

の

11 5,611 5,6

可

11

0 4,581 4,

能

572 5,716 5,

性

716 5,716 5,

低

716

● ○ ○ ○ ○ ○ ○

そ

制度を工夫しながら継

の

続していくことで、職

他

員の意識改革及び組織

事

の活性化を図り、もっ

業

て行政運営の効率化及

の

び市民サービス
の向上

目

に繋げるため制度を推

的

進します。

制度を充実

､

させるとともに職員提

対

案及び業務改善報告を

象

募集し、職員提案及び

､

業務改善報告の活性化

内

及び職員提案の実施率

容

向上
を目指します。

前

分

年度を踏まえた上で、

高

さらに職員の政策形成

受

能力を向
上させ、意識

益

の高揚を図り、もって

者

市民サービスの向上
に

負

つなげられるように制

担

度をより充実させてい

､

きたいと
考えています

補

。

助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平

項

成24年度 平成25年

目

度 平成26年度 平成2

分

7年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成25年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成25年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

事業の実施が職員の意

出

識改革や職場の活性化

総

に関係する
●■ ため、

合

目標とする行政運営の

評

効率化や市民サービス

価

の向

□ 上を図るために

市

は不可欠です。 ○
□
□

民

職員提案や業務改善を

ニ

通じ、職員の意識改革

ー

や職場の活
●■ 性化を

ズ

継続的に行うことによ

高

り、行政運営の効率化

事

や市

■ 民サービスの向

業

上につながるため有効

目

性は高いです。 ○
□
■

的

行政運営の効率化や市

の

民サービスの向上を図

達

るためには
●

□ 、職員

成

一人一人の意識改革及

状

び職場の活性化による

況

とこ
○

□ ろが大きいた

必

め、事業の目的及び対

要

象は妥当と考えます
○

性

□ 。

■ 多くの職員提案

市

、業務改善報告が提出

の

された場合、その
○

□

関

審査に要する時間がか

与

かってしまうため、効

の

率的な方法
●

□ を模索

必

するとともに、公正な

要

審査を行う必要がある

性

と考
○

□ えます。

職員

低

の意識改革に繋げるた

事

め提案の精度と実効性

そ

を高める工夫と、引き

の

続き制度を浸透させる

他

ために周知方法を検討

上

していく必
要がありま



3 頁

展開 平成24年度への展開 平成25年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ｃ：十分に成果をあげることができ
なかった

Ａ：成果があがった

－ ①：予定どおり ①：予定どおり

提案の募集を年３回実施し、９３件 提案の募集を年３回実施し、１８０
の職員提案・業務改善が提出され、 件の職員提案・業務改善が提出され
５９件について表彰を行いました。 、９８件について表彰を行いました

。

早期に新制度を職員に浸透させ、職 制度をより職員に浸透させるために 職員の意識改革に繋げるため提案の
員提案及び業務改善報告の提出件数 周知方法や制度の内容を工夫し、職 精度と実

５

効性を高める工夫と、

.

引き
の増加を図り、よ

事

り多くの職員が自 員提

業

案及び業務改善報告の

展

提出件数 続き制度を浸

開

透させるために周知方

の

発的に参加する制度と

経

する必要があ の増加を

緯

図る必要性があります

平

。ま 法を検討していく

成

必要があります。
りま

2

す。 た、職員提案につ

1

いては実施率の向
上を

年

目指します。

－ 現状の

度

規模で継続 現状の規模

事

で継続

職員の意識改革

業

及び組織の活性化を 制

分

度を充実させるととも

平

に職員提案
図ることに

成

よって、行政運営の効

2

率 及び業務改善報告を

2

募集し、職員提
化及び

年

市民サービスの一層の

度

向上を 案及び業務改善

事

報告の活性化及び職
図

業

るために継続していき

分

ます。 員提案の実施率

平

向上を目指します。

行

成

政改革事業 行政改革事

2

業 行政改革事業

3年度事業分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成23年度への



1 頁

その他　】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

21年度 平成22年度

.

平成23年度 平成24

事

年度 平成25年度 平成

業

26年度 平成27年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成21年度 平成22

付

年度 平成23年度 平成

け

24年度 平成25年度

事

平成26年度 平成27

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成21年度 平成

名

22年度 平成23年度

事

平成24年度 平成25

業

年度 平成26年度 平成

担

27年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成23年

科

度の主な取組と成果

平

目

成23年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成23年度分) 頁

事業

種

選択手法活用事業

企画

類

部　行財政改革推進課

ハ00－xxxxxx－ ーxx0000 ○ ●

13

ド

市民の視点に立ち、成

ソ

果を重視した行政経営

フ

を展開するために
行政

ト

改革の
01 市民の視点

根

に立ち、成果を重視し

拠

た行政経営を展開する

法

ために
位置付け

02 成

令

果重視の行政運営

□ □

等

□ □

人材や財源が有効

対

に活用されるとともに

象

、市政のスリム化や事

・

行政サービスのそもそ

受

もの必要性や実施主体

益

について、外部の
業の

者

効率化などが図られ、

事

公共サービスの改革が

業

着実に進んで 視点によ

期

る「仕事の点検作業」

間

を実施して、事業の仕

委

分けを行
います。 いま

託

す。

仕事の点検作業対

、

象事業数 事業

仕事の点

協

検作業にかけた事業数

働

42 - 20 - - -

30

【

-

見直された事業数 事

委

業

仕事の点検作業の結

託

果を踏まえ、見直され

：

た事業数

10 - 10 -

3

- -

16 -

－

平成21

セ

年度、22年度の実施

ク

結果等を踏まえ、対象

・

事業の選定方法、事業

財

評価者等の見直しを進

団

めました。

－

企業 ＮＰＯ



2 頁

位

作業の実施手法等の検

施

証仕事の点検作業（外

策

部評価の実施、外部評

へ

価の実施、外部評価の

の

実施、

実施、事業の見

貢

直 外部評価）実施、事

献

業の見直し、予事業の

高

見直し、予事業の見直

市

し、予

し、予算への反

民

映 事業の見直し、予算

満

への反映を図る算への

足

反映を図る算への反映

度

を図る

算への反映

0 0

を

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

高

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

め

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

る

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

方

－ － －

0.00 0.8

策

0 0.25 0.80 0

業

.80 0.80 0.8

有

0

0.00 0.00 0

効

.00 0.00 0.0

性

0 0.00 0.00

0

継

6,608 2,026

続

6,412 6,412

に

6,412 6,412

よ

0 6,608 2,02

る

6 6,412 6,41

成

2 6,412 6,41

果

2

● ○ ○ ○ ○ ○ ○

平成

向

24年度の事業実施結

上

果等を検証し精査しま

の

すので、平成25年度

可

は、この検証、精査の

能

結果を踏まえ、検討し

性

実施します。

市政のス

低

リム化や事業の効率化

そ

など、行政サービスの

の

改革を進めるため、外

他

部の視点による事業評

事

価の取組みの必要性は

業

高いこ
とから今後も見

の

直しを図りつつ実施し

目

ていきます。また、事

的

業所管課以外の庁内で

､

の事業評価のあり方も

対

合せて研究していきま

象

す。
平成24年度の実

､

施結果を検証し、評価

内

手法について、更
に研

容

究を進めていきます。

分 高
受益者負担､補助額

妥当性 中
業務の執行体制(人員配置､業務分担)

低
その他

析
業務プロセス改善による効率化の方策

高
コスト削減の可能性

効率性 中
事業手法(民活の余地､事業形態の検討)

低
その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平

項

成24年度 平成25年

目

度 平成26年度 平成2

分

7年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成25年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成25年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

地域主権が進む中、限

出

られた人材や財源を有

総

効に活用し
●□ て、よ

合

り一層効果的・効率的

評

な行政運営を行うこと

価

が求

■ められています

市

。 ○
□
□ 市民サービス

民

としての必要性、実施

ニ

主体のあり方及び実
●

ー

■ 施手法の妥当性など

ズ

について、市の政策方

高

針や財政上の

□ 制約、

事

国・県等の方針などは

業

前提とせず、事業の本

目

質に ○
□ 着目して判定

的

されます。

■ 内部の視

の

点による行政評価に対

達

して、外部の視点から

成

評
●

□ 価することで、

状

より適切な事業展開が

況

図られます。
○

□
○

□

必

□ 引き続き市民目線で

要

事業の見直しを行うと

性

ともに、事業
○

□ 評価

市

の専門的機関としの連

の

携により、専門的な視

関

点から
●

□ の見直しの

与

強化を図ります。
○

■

の

市民の視点とともに専

必

門性を高めた視点から

要

の評価結果だけに捉わ

性

れることなく、評価者

低

の意見や評価結果に伴

事

う理由、助言等
も検証

そ

を行い、翌年度以降の

の

事業の見直し及び予算

他

編成に活用する必要が

上

あります。

仕事の点検



3 頁

展

内での事
業評価のあり

開

方も合せて研究してい

平

きます。

行政改革事業

成

行政改革事業 行政改革

2

事業

4年度への展開 平成25年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ａ：成果があがった －

－ ②：若干遅れている －

8月7日（土）、21日（土）に、仕事 8月7日（土）、21日（土）に、仕事 平成21年度、22年度の実施結果等を
の点検作業を実施しました。評価者 の点検作業を実施しました。評価者 踏まえ、対象事業の選定方法、事業
に市民公募委員を加え、3班体制で に市民公募委員を加え、３班体制で 評価者等の見直しを進めました。
行った結果、「現行どおり」が14事 行った結果、「現行どおり」が14事
業、「事業内容の見直し」が16事業 業、「事

５

業内容の見直し」が1

.

6事業
となりました。

事

この結果等を検証し と

業

なりました。この結果

展

等を検証し
て市の判断

開

考えまとめ、平成23

の

年度 て市の判断考えま

経

とめ、平成23年度
当

緯

初予算や今後の事業展

平

開に反映し 当初予算や

成

今後の事業展開に反映

2

し
ました。 ました。

点

1

検結果だけにとらわれ

年

ることなく 点検結果だ

度

けにとらわれることな

事

く 市民の視点とともに

業

専門性を高めた
、点検

分

作業メンバーの意見や

平

判定結 、点検作業メン

成

バーの意見や判定結 視

2

点からの評価結果だけ

2

に捉われる
果に伴う理

年

由、助言等も検証し、

度

翌 果に伴う理由、助言

事

等も検証し、翌 ことな

業

く、評価者の意見や評

分

価結果
年度以降の事業

平

の見直し及び予算編 年

成

度以降の事業の見直し

2

及び予算編 に伴う理由

3

、助言等も検証を行い

年

、
成に活用する必要が

度

あります。 成に活用す

事

る必要があります。 翌

業

年度以降の事業の見直

分

し及び予算
編成に活用

進

する必要があります。

捗

－ 現状の規模で継続 現

状

状の規模で継続

市政の

況

スリム化や事業の効率

主

化など 市政のスリム化

な

や事業の効率化など 市

取

政のスリム化や事業の

組

効率化など
、行政サー

と

ビスの改革をすすめる

成

た 、行政サービスの改

果

革を進めるため 、行政

検

サービスの改革を進め

証

るため
め、外部の視点

結

による仕事の点検作 、

果

外部の視点による仕事

平

の点検作業 、外部の視

成

点による事業評価の取

2

組
業を実施します。 を

3

実施します。 みの必要

年

性は高いことから今後

度

も見
直しを図りつつ実

へ

施していきます。
また

の

、事業所管課以外の庁
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